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電波の利用状況の調査、公表制度の概要

平成22年度電波の利用状況調査の概要

電波法に定める
3,000GHz以下の周波数の
電波の利用状況の調査

周波数区分ごとの
電波の有効利用の

程度の評価

調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施

電波監理審議会への諮問

【調査する事項】
〇 無線局の数
〇 無線局の具体的な使用実態
〇 他の電気通信手段への

代替可能性 等

３年を周期として、次に掲げる

周波数帯ごとに実施
① 3.4GHzを超えるもの
② 770MHzを超え3.4GHz以下
（平成22年度調査対象）
③ 770MHz以下

調査及び評価結果の概要の公表

例
・現在、電波は有効に利用されて

いる
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイバ等へ

の転換が適当

国民の意見

例
・新規の電波需要に迅速に対応

するため、 電波再配分が必要
・既存の電波利用の維持が必要

③の調査 ②の調査 ①の調査

H17 H16 H15

H20 H19 H18

H21H23 H22
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電波法第２６条の２

平成22年3月1日現在において、770MHz超え3.4GHz以下の周波数を利用す
る無線局

無線局数 約２，３４６．０万局 （全国：約２４，３１１．５万局）
免許人数 約 ２３．０千人 （全国：約 １８７．５千人）

免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の
導入状況、他の電気通信手段への代替可能性 等

九州総合通信局及び全国１０の総合通信局等の管轄ごとに、調査を実施

① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集計・分析
② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入状況等を

質問し、その回答を集計・分析
③ 770MHzを超え3.4GHz以下の周波数帯を7の周波数区分に分け、その周波数区分

毎に調査・評価

（１）目 的： 技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、次に掲げる周波数
帯ごとに３年を周期として電波の利用状況を調査し、電波の有効利用の程度
を評価する。
この評価結果を受けて、周波数割当計画の作成・改正を実施。

・770MHz以下のもの
・770MHzを超え3.4GHz以下のもの（平成２２年度調査の対象）

・3.4GHzを超えるもの

（２）根拠条文：

（３）調査対象：

（４）調査対象：

（５）調査事項：

（６）調査方法：

「平成22年度電波の利用状況調査」の概要

平成22年度電波の利用状況調査の概要

（各周波数区分毎の合算値）
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1.71GHz超
2.4GHz以下
63.5% 

(154,295,710局)

770MHz超
960MHz以下
36.1% 

(87,751,984局)

1.4GHz超
1.71GHz以下

0.3% (771,241局)

1.215GHz超
1.4GHz以下

0.1% (144,932局)

2.4GHz超
2.7GHz以下

0.1% (144,694局)

960MHz超
1.215GHz以下

0.0% (5,318局)

2.7GHz超
3.4GHz以下

0.0% (881局)

1.71GHz超
2.4GHz以下
63.6% 

(14,920,609局)

770MHz超
960MHz以下

36.0% (8,444,163
局)

1.4GHz超
1.71GHz以下

0.3% (75,206局)

1.215GHz超
1.4GHz以下

0.1% (16,070局)

2.4GHz超
2.7GHz以下

0.0% (2,992局)

960MHz超
1.215GHz以下

0.0% (439局)

2.7GHz超
3.4GHz以下

0.0% (123局)

調査結果の概要【九州管内】 770MHz超え3.4GHz以下の周波数区分全体

平成22年度電波の利用状況調査の概要

770MHz超え3.4GHz以下の周波数全体】

【九州管内の無線局の状況】

 770MHzを超え3.4GHz以下の周波数帯域全体の総無線局数は2,346万局で
全国の9.6％。三大都市圏に次いで全国4位。

 周波数区分ごとの無線局数の割合は、1.71GHzを超え2.4GHz以下の周波数
を使用している無線局数の割合が最も多く、全体の63.6％となっている。次いで
770MHzを超え960MHz以下の周波数を使用している無線局数の割合が36.0％
となっており、これら２つの周波数区分の無線局数の割合は、今回の調査対象
周波数帯の99.6％を占めている。

【 九州の無線局数の推移 】 【周波数区分別の無線局数及び割合】

全国

九州

※全国の無線局数合計243,114,760局

①
770MHz超
960MHz以下

②
960MHz超

1.215GHz以下

③
1.215GHz超
1.4GHz以下

④
1.4GHz超

1.71GHz以下

⑤
1.71GHz超
2.4GHz以下

⑥
2.4GHz超
2.7GHz以下

⑦
2.7GHz超
3.4GHz以下

合計

平成19年度 8,367,193 409 20,817 3,208,559 7,653,721 3,670 112 19,254,481

平成22年度 8,444,163 439 16,070 75,206 14,920,609 2,992 123 23,459,602

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

（無線局数）
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800MHz帯携帯無線通信

99.5%(8,398,209局)

800MHz帯MCA
陸上移動通信

0.5%(38,882局)

地域防災無線通信

0.0%(2,847局)

パーソナル無線

0.0%(2,606局)

特定ラジオマイクの陸上移動局

（A型） 0.0%(1,391局)

移動体識別（構内無線局）

（登録局） 0.0%(158局)

実験試験局その他 0.0%(56局)

800MHz帯映像FPU 0.0%(7局)

移動体識別（構内無線局）

0.0%(5局)
900MHz帯電波規正用無線局

0.0%(1局)

950MHz帯音声STL/TTL0.0%(1局)

当周波数

帯の

合計

800MHz
帯映像
FPU

特定ラジ

オマイク

の陸上移

動局（A
型）

800MHz
帯携帯無

線通信

800MHz
帯MCA陸
上移動通

信

地域防災

無線通信

900MHz
帯電波規

正用無線

局

パーソナ

ル無線

移動体識

別（構内

無線局）

移動体識

別（構内

無線局）

（登録局）

950MHz
帯音声
STL/TTL

実験試験

局その他

平成19年度 8,367,193 12 1,239 8,312,145 46,838 3,579 1 3,297 5 12 1 64

平成22年度 8,444,163 7 1,391 8,398,209 38,882 2,847 1 2,606 5 158 1 56

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

（無線局数）

調査結果の概要【九州管内】 周波数区分ごと①（770MHz超960MHz以下）

平成22年度電波の利用状況調査の概要

【 770MHz超960MHz以下】

【九州管内の無線局の状況】

 無線局の総数は8,444,163局（全国比9.6％）。三大都市圏に次いで全国4位。

 電波利用システム別では、800MHz帯携帯無線通信が99.5%と高い割合を占め、次いで800MHz帯ＭＣＡ無線が0.5％。

 パーソナル無線の無線局数は2,606局で、ピーク時の約1.7％まで減少。

 この周波数帯の無線局数は全国では7.5％の増（H19年度比）であるが、九州では0.9％増であり、伸び率は全国最低。これは、
800MHz帯携帯無線通信の伸び率が全国最低の1.0％（全国平均は7.6％。）であることが原因であり、周波数の使用期限
（H24.7.24）のある800MHz帯の端末の第３世代への移行が順調に推移しているためと考えられる。

【九州の無線局数及び割合】
【 九州の無線局数の推移 】
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ATCRBS（航空交

通管制用レー

ダービーコンシス

テム） 48.1%(211
局)

航空DME/TACAN 
39.2%(172局)

ACAS（航空機衝

突防止システム）

11.8%(52局)

RPM（SSR用）

0.9%(4局)

調査結果の概要【九州管内】 周波数区分ごと②（960MHz超1.215GHz以下）

平成22年度電波の利用状況調査の概要

【 960MHz超1.215GHz以下】

【九州管内の無線局の状況】

 ＡＴＣＲＢＳ（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）が48.1％、航空用ＤＭＥ／ＴＡＣＡＮが39.2％、ＡＣＡＳ（航空機衝突防止ｼｽﾃﾑ）が11.8％で、この３シ
ステムが全体の99.1％を占めており、H19調査時点から大きな変化はない。

 九州は離島を多く抱えることから、管内に全国の４分の１の空港が所在するため、本周波数区分に属する航空無線航行関係の各種レーダーの無
線局数はいずれも全国でも上位となっている。
（航空用ＤＭＥ／ＴＡＣＡＮ：２位、ＡＴＣＲＢＳ：３位、ＡＣＡＳ：４位、RPM：２位）

【 九州の無線局数の推移 】 【九州の無線局数及び割合】

当周波数帯の

合計
航空DME/TACAN

ATCRBS（航空交通

管制用レーダービー

コンシステム）

ACAS（航空機衝突

防止システム）
RPM（SSR用） 実験試験局その他

平成19年度 409 160 200 43 6 0

平成22年度 439 172 211 52 4 0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

（無線局数）
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1.2GHz帯アマチュア無線

100.0%(16,064局)

ARSR（航空路監視レーダー）

0.0%(2局)

災害時救出用近距離レー

ダー0.0%(1局)

1.2GHz帯電波規正用無線局

0.0%(1局)

画像伝送用携帯局0.0%(1局)

実験試験局その他0.0%(1局)

調査結果の概要【九州管内】 周波数区分ごと③（1.215GHz超1.4GHz以下）

【 1.215GHz超1.4GHz以下】

平成22年度電波の利用状況調査の概要

【九州管内の無線局の状況】

 無線局の総数は16,070局（全国比11.1％）。三大都市圏に次いで全国4位。1.2 GHz帯アマチュア無線がほとんどを占める。

 1.2GHz帯アマチュア無線の局数は、H19調査時から22.8％減少（全国17.9％減）。

 1.2GHz帯アマチュア無線の局数は減少を続けているが、アマチュア無線全体の局数も、ここ数年、毎年約5％程度減少し続けており、
平成22年3月の局数はピーク時（H7.3末）における約13万局の1/3程度まで減少しており、携帯電話等の高度化や普及拡大により、今後
も減少傾向にあると考えられる。

【 九州の無線局数の推移 】 【九州の無線局数及び割合】

当周波数帯の

合計

災害時救出用

近距離レー

ダー

テレメータ・テ

レコントロール

及びデータ伝

送用（構内無

線局）

1.2GHz帯アマ

チュア無線

1.2GHz帯電波

規正用無線局

画像伝送用携

帯局

ARSR（航空路

監視レー

ダー）

実験試験局そ

の他

平成19年度 20,817 1 0 20,813 1 0 2 0

平成22年度 16,070 1 0 16,064 1 1 2 1

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（無線局数）
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1.5GHz帯携帯無線通信

99.6%(74,873局)

1.5GHz帯
MCA陸上移動通信

0.2%(177局)

インマルサットシステム

0.2%(133局) 気象援助業務（空中線電力が

1Kw未満の無線局（ラジオゾン

デ））0.0%(5局)

MTSATシステム0.0%(4局)

実験試験局その他

0.0%(14局)

当周波数

帯の

合計

1.5GHz帯
携帯無線

通信

1.5GHz帯
MCA陸上

移動通信

インマル

サットシス

テム

MTSATシ
ステム

イリジウム

システム

1.6GHz帯
気象衛星

気象援助

業務（空中

線電力が

1Kw未満

の無線局

（ラジオゾ

ンデ））

実験試験

局その他

平成19年度 3,208,559 3,208,017 339 184 4 0 0 4 11

平成22年度 75,206 74,873 177 133 4 0 0 5 14

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000
（無線局数）

調査結果の概要【九州管内】 周波数区分ごと④（1.4GHz超1.71GHz以下）

【1.4GHz超1.71GHz以下】

平成22年度電波の利用状況調査の概要

【九州管内の無線局の状況】

 総無線局数の99.6％を1.5GHz帯携帯無線通信が占める。インマルサットシステムは関東（13,336局）、東北（158局）に次いで3番目に多い。

 1.5GHz帯携帯無線通信はH19調査時から97.7％減と大きく減少。また、1.5GHz帯MCA陸上移動通信も、47.8％減と大きく減少。

 1.5GHz帯携帯無線通信については、H19調査時から大きく減少しているが、既存の第2世代移動通信システムの使用期限がH22.3までで
あったため、一時的に減少しているもの。今後は、第３世代の高度化システムが順次導入される予定であり、その普及拡大が予想される。

 1.5GHz帯ＭＣＡについては、平成13年度末の約１千加入をピークとして年々減少し、平成21年度末は177局。（使用期限：H26.3.31）

 インマルサットシステムの無線局数は全国的には提供サービスの多様化により増加しているが、九州管内では主に船舶搭載型であるた
め、利用船舶の減少に伴いH19調査時から27.7％減と大きく減少している。

【 九州の無線局数の推移 】 【九州の無線局数及び割合】
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2GHz帯携帯無線通信

63.6%(9,492,715局)

1.7GHz帯携帯無線通信

36.3%(5,412,643局)

PHS
0.1%(15,007局)

ルーラル加入者無線

0.0%(147局)

実験試験局その他

0.0%(74局)

PHS（基地局（登録局））

0.0%(22局)

衛星管制0.0%(1局)
当周波数

帯の

合計

1.7GHz帯
携帯無線

通信

PHS
PHS（基

地局（登

録局））

2GHz帯携

帯無線通

信

ルーラル

加入者無

線

衛星管制
実験試験

局その他

平成19年度 7,653,721 3,155,938 34,730 19 4,462,798 152 2 82

平成22年度 14,920,609 5,412,643 15,007 22 9,492,715 147 1 74

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

（無線局数）

調査結果の概要【九州管内】 周波数区分ごと⑤（1.71GHz超2.4GHz以下）

【1.71GHz超2.4GHz以下】

平成22年度電波の利用状況調査の概要

【九州管内の無線局の状況】

 2GHz帯携帯無線通信が63.6％、1.7GHz帯携帯無線通信が36.3％で、両システムで全体の99.9％を占めており、概ね全国と同様。

 ルーラル加入者無線については、無線局数は多くないものの、全国の63.1％を九州管内が占める。これは、九州管内は山間部
や離島が多く、有線によるシステム整備が困難な地域が点在しており、他の地域に先駆けて多く導入されているためである。

 2GHz帯携帯無線通信については、H19調査時から2倍以上の増加。これは、第３世代への移行が進んでいることを示す。

9

【 九州の無線局数の推移 】 【九州の無線局数及び割合】
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2.4GHz帯アマチュア

無線

69.9%(2,092局)

広帯域移動無線

アクセスシステム

17.0%(510局)

道路交通情報通信シ

ステム（VICSビーコ

ン） 10.3%(307局)

2.4GHz帯移動体識

別（構内無線局）

2.5%(74局)

実験試験局その他

0.3%(9局)
当周波数帯

の

合計

2.4GHz帯ア

マチュア無

線

2.4GHz帯移

動体識別

（構内無線

局）

2.4GHz帯移

動体識別

（構内無線

局（登録

局））

道路交通情

報通信シス

テム（VICS
ビーコン）

N‐STAR衛星

移動通信シ

ステム

広帯域移動

無線アクセ

スシステム

実験試験局

その他

平成19年度 3,670 3,160 124 0 296 0 83 7

平成22年度 2,992 2,092 74 0 307 0 510 9

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

（無線局数）

調査結果の概要【九州管内】 周波数区分ごと⑥（2.4GHz超2.7GHz以下）

【2.4GHz超2.7GHz以下】

平成22年度電波の利用状況調査の概要

【九州管内の無線局の状況】

 無線局の総数は2,992局（全国比2.1％）で、３大都市圏に次いで全国で４番目。

 2.4GHz帯アマチュア無線が全体の69.9％を占め、次いで、広帯域移動無線アクセスシステムが17.0％、道路交通情報通信システム（Ｖ
ＩＣＳビーコン）が10.3％。

 平成19年度調査時から、新たに導入された広帯域移動無線アクセスシステム（WiMAX)が急激に増加している一方、 2.4GHz帯アマ
チュア無線の局数は33.8％の減少。

【 九州の無線局数の推移 】 【九州の無線局数及び割合】
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3GHz帯船舶レーダー

92.7%(114局)
ASR（空港監視レー

ダー）7.3%(9局)

調査結果の概要【九州管内】 周波数区分ごと⑦（2.7GHz超3.4GHz以下）

【2.7GHz超3.4GHz以下】

平成22年度電波の利用状況調査の概要

【九州管内の無線局の状況】

 無線局の総数は123局（全国比14.0％）で、関東、四国に次いで全国で３番目に多い。

 3GHz帯船舶レーダーが全体の92.7％を占めている。

 ASR（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ）は全国（32局）の約3割を占め、全国で最も多い。これは、九州は離島を多く抱えることから、管内に全国の４分
の１の空港が所在するためである。

【九州の無線局数及び割合】【 九州の無線局数の推移 】

当周波数帯の

合計

ASR（空港監視レー

ダー）

位置及び距離測定

用レーダー（船位

計）

3GHz帯船舶レー

ダー
実験試験局その他

平成19年度 112 9 0 103 0

平成22年度 123 9 0 114 0
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